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１章 基本事項 
 

１  計画策定の趣旨 

 

 本市平成１７年３月に旧本荘市と近隣旧７町が合併し、面積は、１，２０９．０８ｋ㎡(東西

約３２．３ｋｍ、南北約６４．７ｋｍ)で、秋田県の面積の１０．７パーセントを占め、県内で最も

広い面積を有する市となりました。 

 本市の生活雑排水処理人口率は、平成２５年度末の６９．４％から令和２年度末には７８．

４％に向上し、本市で実施している主要河川や地下水の水質調査及び秋田県で実施し

ている同調査の結果によると、公共用水域においては夏期の水温上昇時や田畑からの

水の影響で大腸菌群数にやや環境基準値の超過が見られるものの、その他生活環境項

目及び健康項目のいずれでも環境基準を達成しており、地下水については測定３地点

の全項目において環境基準を達成していることから概ね良好な状態を維持しています。 

 広大な農地や山林などの自然と市民が共生し続けるためには、水環境への負荷の少な

い持続的発展が可能な社会の構築が不可欠であり、市民、事業者、行政が水環境への

理解と認識を深めるとともに、処理区域の総合計画策定及び水洗化率の向上を図ること

が急務となっています。 

 上記の取り組みを加速させるとともに、本市まちづくりの目標の１つである「恵まれた自

然とやすらぎのある環境共生のまちづくり」を基本理念とし、生活排水処理率向上を図る

ため、由利本荘市における生活排水処理の基本的な方向性を定めた「一般廃棄物(生

活排水)処理基本計画」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

面積  1,209.08ｋ㎡ 

人口    74,707 人 

(令和２年度国勢調査) 
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２  計画の概要 

 

 本計画は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律(以下：廃棄物処理法という)第６条第

１項」の規定に基づいて策定する一般廃棄物処理基本計画のうち、生活排水の処理に

ついて、長期的、総合的視点に立って、公共下水道、集落排水及びその他関係事業等

と整合を図り、計画的な生活排水処理の推進を図るための基本方針を定めるものです。 

 

 

 

 

 図１ 計画の位置付け 
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３  計画目標年次 

  

本計画の目標年次は、「由利本荘市一般廃棄物(ごみ)処理基本計画」の目標年次で

ある令和１１年度とし、中間目標年次は令和８年度とします。 

 

  

計 画 期 間 ： 令和４年度～令和１１年度 

中 間 目 標 年 次 ： 令和８年度 

目 標 年 次 ： 令和１１年度 
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４ 生活排水の処理体系 

  

本市の生活排水は、し尿(浄化槽汚泥を含む)及び生活雑排水の二つに分けられます。 

  し尿は、公共下水道で処理している他、集落排水施設、合併浄化槽及び単独処理浄

化槽で処理され、処理後に発生した汚泥及び汲み取り便槽のし尿は、由利本荘市広域

清掃センターで全量処理しています。 

  生活雑排水は、各施設で処理後の処理水を河川等へ放流していますが、単独処理

浄化槽及び汲み取り便槽の場合、未処理のまま河川等へ排水しています。 

 

   図２ 生活排水処理の体系 
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５  生活排水の排出状況 

 

（１）生活排水の処理施設 

生活排水は、し尿（浄化槽汚泥を含む）と生活雑排水の２つに大別されます。し尿は公

共下水道、集落排水施設、合併処理浄化槽、単独処理浄化槽及びし尿処理施設にお

いて全量処理されています。生活雑排水については、単独処理浄化槽設置世帯や非水

洗化世帯を除き、公共下水道、集落排水施設及び合併処理浄化槽により処理されてい

ます。 

 

（２）し尿及び生活雑排水の処理形態状況 

 本市のし尿及び生活雑排水の処理形態状況は、下表のとおりであり、令和２年度にお

いて、計画処理区域内人口７５，６３５人のうち５９，３０３人（７８．４％）については生活排

水の適正処理がなされているところです。また、公共下水道の普及などにより、単独浄化

槽、し尿汲み取り人口は年々減少しています。 

 

 表１ 処理形態別人口の推移                             (単位：人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２年度に単独浄化槽設置基数について由利本荘保健所から情報提供いただい

たところ、市の推計値と大幅な開きが認められたため、実態に合わせ単独処理浄化槽人

口の推計値の見直しを実施しました。 
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６  し尿(浄化槽汚泥を含む)・生活雑排水処理の現況 

 

(１)収集運搬 

 本市のし尿及び生活雑排水の収集運搬は、浄化槽法及び廃棄物処理法に基づく許

可業者が実施しています。 

種  類 収集・運搬 収  集  方  法 

し  尿 
許可業者 

収集区域を区割りし、当該区域を担当する許可業

者が戸別収集 浄化槽汚泥 

 

(２)処理施設 

本市のし尿及び生活雑排水の処理施設については、現在、本荘由利広域市町村圏

組合広域清掃センター第１事業所において、処理区域内の全量を処理しています。 

施 設 名 所 在 地 処 理 方 式 処理能力 

本荘由利広域市町

村圏組合広域清掃

センター第１事業所 

由利本荘市二十六木

字下鎌田野 33-1 

好気性消化処理方式 120kl/日 

高負荷脱窒素処理方式 100kl/日 

 

(３)発生量 

 し尿・浄化槽汚泥の発生量の実績と推移は表２のとおりです。し尿の発生量は公共下

水道の普及などにより減少傾向です。 

 

 表２ し尿及び汚泥の発生量の推移 
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(５)生活排水の処理施設及び設置主体 

 

 本市における生活排水の処理施設及び設置主体は表３のとおりです。 

 公共下水道及び集落排水施設については、本市が設置しており、し尿処理施設は本

荘由利広域市町村圏が設置しています。 

 一方、合併処理浄化槽及び単独処理浄化槽は、個人等が設置しています。 

 

表３ 生活排水の処理施設及び設置主体 

処理施設の種類 処理対象となる生活排水の種類 設置主体 

公共下水道 し尿・生活雑排水 由利本荘市 

集落排水施設 し尿・生活雑排水 由利本荘市 

合併処理浄化槽 し尿・生活雑排水 個人等 

単独処理浄化槽※ し尿 個人等 

し尿処理施設 し尿・浄化槽汚泥 本荘由利広域市町村圏組合 

※単独処理浄化槽は浄化槽法の改正により、平成 13 年 4 月 1 日より新規設置は認めら

れていません。 
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第２章 生活排水処理基本計画 
 

１ 生活排水の発生量及び処理量の予測 

 

(１)｢由利本荘市人口ビジョン｣による人口の将来予測を基に、中間目標年次である令和

８年度及び目標年次である令和１１年度における、本市の水洗化・生活雑排水処理人口

の予測、また、過年度の実績及び公共下水道や集落排水施設の設置計画に鑑み、生

活排水の処理形態別内訳を予測し表４に示します。 

 ※合併浄化槽への転換の推進を加味しない数値となります。 

  

 表４ 生活排水の処理形態別内訳                          (単位：人) 
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(２) し尿及び汚泥の処理量の予測 

 これまでの処理量の推移を基に、中間目標年次である令和８年度及び目標年次である

令和１１年度における、本市のし尿及び汚泥の処理量の予測について、表５に示します。 

 

 表５ し尿及び汚泥の処理量の予測 

 

 

 

２ 基本方針 

 (１)生活排水処理に係る理念及び目標 

 本市のまちづくりの将来像に掲げる｢人と自然が共生する躍動と創造の都市(まち)｣を環

境面から実現するため、環境基本条例第３条の基本理念を基に目指すべき環境像を据

え、豊かな自然や多様な生物種との共存を図りその恵みを享受するとともに、先人から引

き継いでいる自然資源や歴史的・文化的資産を次世代へ継承するよう、環境の保全と改

善を目指しています。 

 生活排水処理についても、市民が健康で、安全かつ快適に過ごせるよう、生活環境の

向上を図ることを目標とします。 

 

 (２)生活排水処理施設整備の基本方針 

 目標達成のために基本方針は次のとおりとします。 
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方針１  由利本荘市生活排水処理基本構想に基づき、生活排水処理全体の効率的で

効果的な維持管理と水質保全に努めます。 

方針２  公共下水道又は集落排水施設が整備された区域内においては、全ての対象

世帯等が接続するよう、適切な指導・啓発を行います。 

方針３  公共下水道処理区域のうち下水道法第４条第１項に基づく事業計画区域及び

集落排水事業等の整備区域を除いた区域では、補助金を交付し合併処理浄

化槽の普及を推進します。 

 

３ 計画目標値の設定 

 公共下水道や集落排水処理施設、合併処理浄化槽等による生活排水の処理率は、

令和２年度で７８．４％となっております。本計画の目標年度である令和１１年度における

数値目標(８２．７％)に向け、公共下水道や集落排水処理施設の対象区域内における接

続率増加と、対象区域外における合併処理浄化槽への接続を促進し、目標達成を目指

すものとします。 

 

表６ 生活排水の処理形態別内訳（合併浄化槽への転換の推進を反映）   （単位：人） 

 

※表４ 生活排水の処理形態別内訳の予測値より、単独浄化槽・し尿汲み取り人口から

年０．１％ずつ合併浄化槽への転換の推進を目標とします。 
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表７ 生活排水処理率の目標 

 

 

４ 生活排水処理施設の整備計画 

 

 (１)公共下水道  

 公共下水道事業は、本荘地区の事業計画区域の見直しを行い、今後は管路整備を行

わず、下水道区域外の地区に関しては浄化槽の自費設置での対応になります。 

また、社会資本整備事業により処理施設等の老朽化対策や、マンホール・管渠の更新

等の対策を進めてまいります。 

 

 (２)集落排水施設 

 農業集落排水施設は、農村の生活環境や水質の改善を図るとともに、汚泥や処理水を

堆肥や農業用水として周辺の農地で有効活用すること等により、地域の循環環境の核と

なる施設で、農村における循環型社会の構築のために整備を図ります。 

 現在、整備が完了した３７処理区において供用しております。 

 由利本荘市における農業集落排水事業は整備が既成しており、今後は将来的な処理

場の改築更新、処理区の統廃合や公共下水道への接続等を検討しております。 

 

 (３)合併処理浄化槽 

 公共下水道、集落排水処理施設等の処理区域外においては合併処理浄化槽の普

及・整備により、し尿と生活雑排水の処理を実施する必要があります。 

 令和２年度末現在で公共下水道及び集落排水処理施設等、合併処理浄化槽に未接

続の人口が１６，３３２人おり、全体の約２２％を占めます。 

 今後も引き続き、し尿汲み取りや単独浄化槽から合併浄化槽への転換を推進すること

により、水洗化率の向上と生活排水による水質汚濁の改善を目標とします。 

 

 

 

 

 

 

R3  R8 R11
計画初年度 中間目標年度 目標年度

78.4% 82.1% 82.7%

区分
年度

生活排水処理率
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５ し尿及び浄化槽汚泥の処理計画 

 

 (１)収集・運搬に関する目標 

 し尿及び浄化槽汚泥を迅速かつ衛生的に収集・運搬することはもとより、収集量に 

見合った収集・運搬体制の効率化・円滑化を図ります。 

 

 (２)収集区域 

 本市全域を収集対象区域とします。 

 

 (３)収集・運搬の方法 

 ア 本市のし尿・浄化槽汚泥の収集・運搬については、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律第７条第１項に基づく、｢許可制｣により対応しております。 

なお、今後のし尿及び浄化槽汚泥排出量見込みを勘案すると既存の許可業者等

により適正な収集運搬が確保できるため、新たな法令等により必要が生じた場合等を

除き、原則として新規の収集運搬に係る許可は認めません。 

       

(４) 中間処理計画 

 本市のし尿・浄化槽汚泥の処理体制については、現行の体制で実施します。 

    

  

  

  

 

(５) 最終処分計画 

 処理施設から発生した焼却残渣は本荘由利広域埋め立て処分地施設へ搬入し、埋め

立て処分をします。 

 

 (６) 市民への広報啓発活動 

 公共用水域の水質保全の観点から生活雑排水対策や浄化槽の適正な維持管理を推

進するため、各家庭でできる対策について広報啓発活動を積極的に実施します。 

 また、合併処理浄化槽への転換の推進を図るとともに、浄化槽の機能を十分に発揮さ

せるため、清掃、保守点検、法定検査の適切な実施を積極的に呼びかけていきます。 

 

※計画期間内において、関係法令や上位計画の変更、その他当該計画に関する大きな

変更が生じた場合、本計画の内容を必要に応じて見直すものとします。 


